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インドネシアにおける新型
コロナウイルス感染症の
最新状況
2021年1月26日

感染者 1,012,350人
死者 28,468人
回復者 820,356人
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新型コロナウイルス感染症が中小企業に及ぼした影響
• 中小企業の約52％が50％以上の減
収。

• 中小企業の約63％が従業員を削減。

• 約600万人の従業員が一時休業、あ
るいはレイオフ。

• 中小企業の約1/3がインターネット事
業に移行することで生き残っている。5
社に1社がマスクや衛生商品などの
新規分野への多角化に成功。

• 中小企業で検温を実施している企業
は現在4割未満である。

• しかし、従業員の十分な対人距離を
確保できていない中小企業が3割以
上である。

新型コロナウイルス感染症の影響
現在の危機によって事業を休止していますか。

いいえ、事業は継続
しています。

はい、社内で感染者
が発生したことから、
事業を一時休止して

います。

はい、受注減少を受
け、事業を一時休止

しています。

はい、当局からの指
示で、事業を一時休
止しています。

はい、事業を一時休
止していましたが、
現在は再開していま

す。

はい、廃業しまし
た。

その他
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事業休止

一部従業員がテレワークに移行

全従業員がテレワークに移行

生産能力削減（労働時間、機械、従業員）

新型コロナウイルス感染症流行前の水準を
上回る業務拡大

通常通り事業実施

出典: インドネシア中央統計庁 ビジネス分野における新型コロナウイルス感染症影響調査結果
の分析、2020年7月

• 全体として6割の企業が通常通り事業

実施。

• 新型コロナウイルス感染者数上位5

州でも、平均して5割の企業が通常通

り事業実施。

• 上水道、下水処理、農業、畜産、漁業、

不動産などの業種では、約77％の企

業がいまだに通常通り事業実施。

• 教育分野の企業で通常通り事業を

行っている企業は約27％に過ぎない。

新型コロナウイルス感染症流行下での企業経営
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ほぼすべての企業が安全衛
生の手順を遵守しているが、
ビジネスの状況をアップデー
トすると…

APINDOでは、インドネシア
企業の8割で収益が減少し
たと考えている…

A

• 収益が減少した企業: 
82.80％

B

• 収益が横ばいの企業: 
14.60％

C

• 収益が増加した企業: 
2.55％



国家経済復興（PEN）におけるAPINDOの役割

• APINDOはジョコ・ウィドド大統領の発令した国家経済復興プログラ
ム（PEN）をサポートしている

• APINDOは啓発プログラムの作成、密なコミュニケーション、批判や
助言等を通じて法規制上の問題解決に貢献

• APINDOは全ての利害関係者や業界団体と密接な関係を有してお
り、詳細なデータを提供し、経済回復のための支援を実施
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仕事の未来に感染症流行がもたらす9つの傾向
新型コロナウイルス感染症は第4次産業革命が引き起こした雇
用傾向の変化を加速し、その重要性を高めたに過ぎない。使用

者も労働者もその変化に適応する必要がある。

重要な技術と
重要な役割の

選別

社会的セーフ
ティネットを補
う者としての使

用者

非正規労働
者の増加

データ収集の
拡大

テレワークの増
加

事業の効率とレジ
リエンスのバランス

組織の複雑化労働者の人間性
（および非人間性）

新たなトップレベ
ル企業の登場

出典: Industry Week
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インドネシア共和国政府は雇用創出法（2020年11月）を公布、その目的は
投資環境を刺激して競争力あるものとすることにある。

同法は以下の目的達成に資すると期待されている。

o 6％以上の成長率。これは2045年までに先進国（1人あたりGDP2万
米ドル以上）段階に到達するために必要。

o 投資増による雇用創出と労働者の保護強化。

o 中小零細企業や協同組合のためのサポート。今日、労働人口の
55％以上が非公式経済活動に従事しており、本施策はより多くの
人を公式経済に従事させるためのものである。
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新型コロナウイルス感染症収束後の雇用創出に取り組むインドネシア



インドネシア雇用創出法（OMNIBUS）

❑ 雇用創出法は2020年11月に署名成立。その目的は法規制の簡略

化および実態にそぐわなくなった法規制の改定であり、海外直接投

資誘致、雇用創出に寄与すると期待されている。

❑ 雇用創出法における雇用クラスターも第4次産業革命時代の産業

界の競争力強化を狙ったもの。労働者が働きがいのある人間らしい

職に就業し続け、その権利義務に関する保障を高めていくことも目

的としている。

❑ 雇用創出法施行にあたっては、政府の法規制42件の制定が必

要となる。
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APINDOは本法令草案作成に積極的に関与したステークホルダーの一つである。



2/24/2021 APINDO

NO LAID OFF

HAVING LAID OFF

ニューノーマルを生き残る
企業の安全衛生の手順を超えて

ニューノー
マルを生き
残る

法規制のコ
ンプライア
ンスの変化
に対応

資本支出・
営業費用の
変化に対応

業務
プロセスの
変化に対応

マーケット
アプローチ
の変化に対

応

雇用制度の
変化に対応

経営体制の
変化に対応

• 新型コロナウイルス感染症のワクチンを入手し集団免疫獲
得に成功するまで、感染症の影響を大きく受けることなく事
業の持続させ業績を維持するために、企業は戦略的に最も
適切なシステムを実行する必要がある。

• 使用者は労働者に対し重要な変更点を伝達しなければなら
ない。特に感染症流行下では誤解から生じ紛争を解決する
ために双方の合意が必要であることから、社会対話は使用
者が労働者との関係を維持するために極めて重要である。

• 組織を「ボスとしてよりもリーダーとして」という観点から評価
し、支えあう企業文化を育てる。

• 企業は危機的状況でも連絡や業務をサポート可能なダイナ
ミックなテクノロジーに投資する必要もある。



APINDOのサポート
APINDOの活動: 専門家による支援サービス

Separation of
critical skills and

critical roles

Increased remote
work
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戦略的パートナーシップ
AOTS: 人的資源管理、労使関係、労働安全
衛生に関する研修
DECP: 労働組合との社会対話の研修
IOE: ニューノーマル、新型コロナウイルス感
染症関連のガイダンス
ILO: 書籍『安全な職場復帰』

国連、国際労働機関、インドネシア政
府等に対して産業界の利益を推進、擁
護する。新型コロナウイルス感染症関
連法規制の草案作成においても利益
を代弁。

会員サービス
• 2020年は、ニューノーマル、優遇税制、社会
保障費軽減、サイバーセキュリティ、最低賃金
等、新型コロナウイルス感染症関連を中心に
様々なテーマで会員向けオンライン集会やセ
ミナーを15回以上開催。

• 新型コロナウイルス感染症関連の新しい法規
制に関して継続的に最新情報を提供。

• APINDOの専門家によるコンサルティング
• 会員との協力による新型コロナウイルス感染
症関連CSRプログラム
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二者協議制度導入と社会対話

新型コロナウイルス感染症流行下の企業経営

ベストプラクティスの例



信頼関係を強化する

常に継続的改善を目
指す自主的な取り組
みを促進するメカニズ

ムを構築する

従業員が会社を信頼
して働くことのできる
職場環境を構築する

徹底した人材育成に
全面的に取り組む

第1の柱 第2の柱 第3の柱 第4の柱

信頼関係・相互尊重の関係構築

信頼関係・相互尊重を重んじる企業文化の根本には、従業員が快適で安全であると感じる職場環境が重
要であり、新型コロナウイルス感染症流行下、そうした良好な職場環境の構築が重要になっている。

誠実かつ徹底的なコミュニケーション

個人の役割を追求し、
企業全体の最適化を
目指すチームワークを

促進する
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労使関係の3本柱

I. コミュニケーション II. 交渉 III. 紛争解決

▪ 労働協約（2年毎）

▪ ボーナス（年1回）
▪ 昇給（年1回）
▪ 年間日程（年1回）

TMMINの経営陣と労働組合の間の基本的労使関係は3本の柱に分割される。3本の柱はそれぞれ目的
が異なるものの、相互補完の関係にある。

労使関係の3本柱

公式
• 二者間協議（下部、地域、トッ
プ）

• ビジネスコミュニケーション
非公式
• HRP、PTA、フリートーク

• 苦情処理（CLAに記載）
• 解雇（2003年法律第13号）
• 労働争議解決（2004年法律
第02号）



人事と組合のTeamsでの会議 Daily DH Coordination危機管理センターミーティングTAMとTMMIN役員会議

新型コロナウイルス感染症下のコミュニケーション強化

日々の調整ミーティング

経営陣、組合、医療チームによる現場チェックとパトロールで安全衛生の手順の遵守を確認

現状の把握と改善のフォローアップを目的とした労使による安全パトロールを含むMS Teamsによるミー
ティングで、徹底したコミュニケーションを日々実施。



ovid -新型コロナウイルス感染症下におけるTMMIN運営

1.3 注意事項

1.4 従業員向けよくある質問集1.2 従業員の手順1.1 ガイドライン

労使コミュニケーションチャンネルを用いて会社方針や手順を周知。従業員の理解度を調査によって
モニタリング。
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経営陣と組合による安全衛生の実施のモニタリング

入構前のマスク、手袋、体温チェック日々のオンライン自己健康申告

ソーシャルディスタンス確保、体温チェック、清潔で衛生的な行動をできているか定期的にチェック

新型コロナウイルス感染症下におけるTMMIN運営
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トレーニングはスタッフおよび生産部門従業員が対象

5. How TMMIN Operates

在宅勤務時の活動

MS Teamsで実施する様々なトレーニングのテーマ

社会制限下、従業員には在宅勤務を指示。在宅勤務中はアイディアを出すこと、およびトヨタラーニングセン
ターのe-ラーニングによるトレーニング受講が求められている。

新型コロナウイルス感染症下におけるTMMIN運営


